
 利用者のニーズから出発する、エンドツーエンドで考える等のサービス設計12箇条に基
づく、「すぐ使えて」、「簡単」で、「便利」な行政サービス

 利用者にとって、行政のあらゆるサービスが最初から最後までデジタルで完結される
行政サービスの100％デジタル化の実現

 利用者の違いや現場の業務の「ばらつき」まで詳細に把握・分析する業務改革
（BPR）の徹底、フロー図等の作成による行政サービス全体のプロセスの可視化

デジタル・ガバメント実行計画（令和元年12月20日閣議決定）の概要
国、地方公共団体、民間事業者、国民その他の者があらゆる活動においてデジタル技術の恩恵を受け、安全で安心な暮らしや豊かさを

実感できる社会を実現するため、国、地方公共団体、民間を通じたデジタル・ガバメントを推進し、行政の在り方をはじめ社会全体をデジタル化

サービスデザイン・業務改革（BPR）の徹底による行政サービス改革 行政手続のデジタル化、ワンストップサービス等の推進等
 デジタル手続法に基づき行政手続のオンライン化を進め、国の手続件数の9割につ
いてオンライン化を実現予定。毎年度計画を改定し対象を拡大。

 登記事項証明書（令和2年度以降）、戸籍（令和5年度以降）等について、
行政機関間の情報連携の仕組みを整備し、順次、各手続における添付書類の省
略を実現。

 子育て、介護、引越し、死亡・相続及び企業が行う従業員の社会保険・税に
関する手続についてワンストップサービスを推進

 法人等に係る行政手続等の利便性向上のための法人デジタルプラットフォーム整備
 安全・安心で利便性の高いデジタル社会の基盤であるマイナンバーカードの普及と
マイナンバー制度の利活用の促進等デジタル・ガバメント実現のための基盤の整備

 統一的な政府情報システムの将来的な在り方などデジタル・ガバメント実現のための
グランドデザインの策定（令和元年度末目途）

 政府全体で共通的に利用するシステム、基盤、機能等（デジタルインフラ）の整備
 政府情報システムの整備におけるクラウドサービスの利用の検討の徹底
 行政のデジタル化における情報セキュリティ対策・個人情報保護等の徹底
 データ標準の普及など行政データ連携の推進、行政保有データの100％オープン化

 政府CIOの下、全ての政府情報システムについて、予算要求前から執行の各段階に
おける一元的なプロジェクト管理を強化



 政府情報システムの効率化、高度化等を図るため、デジタルインフラに係る
情報システム関係予算の一括要求・一括計上
（令和2年度予算案：府省共通34システム、約674億円を内閣官房IT室にて一括計上）
 機動的かつ効率的、効果的なシステム整備のため、契約締結前に複数事業者と提案内
容について技術的対話を可能とする新たな調達・契約方法の試行（令和2年度）

 政府情報システムの運用等経費、整備経費のうちシステム改修に係る経費を
令和７年度までに３割削減を目指す（令和2年度比）

 政府におけるセキュリティ・IT人材の確保・育成

政府CIOによる一元的なプロジェクト管理の強化等
地方公共団体におけるデジタル・ガバメントの推進

民間手続におけるデジタル技術の活用促進

広報等の実施

デジタルデバイド対策
 行政のデジタル化に当たっては、年齢、障害の有無、性別、国籍、経済的な理由
等にかかわらず、全ての人が不安なくデジタル化の恩恵を享受できる環境を整備

 各府省における法令に基づく民間手続のオンライン化の検討状況のフォローアップ

 専門的・技術的な用語に頼らずに国民等に丁寧かつ分かりやすい広報の実施

※本計画は、デジタル手続法に基づく情報システム整備計画として位置付けることとする。

 マイナポータルの活用等により地方公共団体の行政手続（条例・規則に基づく行
政手続を含む）のオンライン化を推進

 複数団体により共同でクラウド化を行う自治体クラウドを推進
 業務プロセス・情報システムの標準化を推進
 AIを活用するためのガイドブック作成等によりAI・RPA等による業務効率化を推進
 本年度開催した「自治体ピッチ～Pitch to Local Governments～」の継続実施
 クラウドサービスの利用等の在り方を含めて、新たな情報セキュリティ対策を検討
 オープンデータの推進による地域の課題の解決の促進
 「地域情報化アドバイザー」の活用促進等によるセキュリティ・IT人材の確保・育成
 デジタル・ガバメント構築のための総合的な戦略として、官民データ活用推進計画の
策定を推進
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